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◆マイナンバーの取扱い 

平成 28年 1月より利用が開始されたマイナンバーですが、平成 30年 3月 5日から、事業所における社会保

険手続において記載が求められるようになりました。 

また、これまでマイナンバーの記載がなくても受理されていた雇用保険関係については、マイナンバーが必要

な届出に記載・添付がない場合は、ハローワークより返戻され再提出を求められますので注意が必要です。 

 

 

◆すでにハローワークにマイナンバーを届け出ている場合 

個人番号記載欄がある届出（上記(1)～(5)）については、届出の都度マイナンバーを記載することになってい

ますが、すでに他の届出等の際にマイナンバーを届け出ている場合には、各届出等の欄外に「マイナンバー届出

済」と記載して、個人番号の記載を省略することが可能です。 

個人番号記載欄のない届出（上記(6)～(9)）については、「マイナンバー届出済」の記載は不要ですが、未届け

の場合は届出書類が返戻されてしまうので、個人番号登録・変更届を添付して提出します。 

 

 
◆個人番号登録・変更届により別途の登録を行う場合 

事前に個人番号登録・変更届によりマイナンバーの登録を行うことが可能です。 

ただし、新規に被保険者資格を取得する従業員については被保険者番号が振り出されていないため、資格取得

届の提出に先立って個人番号登録・変更届による届出を行うことができません。このような場合等、個人番号登

録・変更届の提出が各種届出よりも後になる事情がある場合には、ハローワークに相談してください。 
 

 

鶴留社会保険労務士事務所 

社会保険労務士 鶴留 舞 

〒820-0067 飯塚市川津 693-47-1F 

TEL：０９４８－２８－２４４４ 

FAX：０９４８－２８－２４４８ 

鶴留社労士事務所だより 

2018年  5月号 

◆マイナンバーが必要な届出等 

【マイナンバーの記載が必要な届出等】 

(1) 雇用保険被保険者資格取得届 

(2) 雇用保険被保険者資格喪失届 

(3) 高年齢雇用継続給付支給申請（初回） 

(4) 育児休業給付支給申請（初回） 

(5) 介護休業給付支給申請 

【個人番号登録・変更届の添付が必要な届出等（ハローワークにマイナンバーが未届の者に係る届出等である

場合）】 

(6) 雇用保険被保険者転勤届 

(7) 雇用継続交流採用終了届 

(8) 高年齢雇用継続給付支給申請（2回目以降） 

(9) 育児休業給付支給申請（2回目以降） 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ジョブ・リターン制度」を機能させるための留意点 

◆「ジョブ・リターン制度」とは？ 
いったん自社を退職した従業員を再雇用する制度（名称は「ジョブ・リターン制度」「カムバック制度」等さま

ざま）を導入する企業が増えています。平成 23年度雇用機会均等法基本調査によれば、こうした制度がある事

業所の割合は 53.1％です。 

また、エン・ジャパンの「出戻り社員実態調査 2016」では、220社中 67％が「再雇用した経験がある」、7

割超が「条件が整えば再雇用したい」と回答しています。 

人手不足対策として、こうした制度の導入・活用は企業にとって有効と思われますが、実際に退職者に利用し

てもらうためには、どのような取組みが必要なのでしょうか？ 

大卒の就職内定率が最高更新～売り手市場続く 

◆女性の内定率に大きな伸び 
男女別にみると、男子大学生の就職内定率は

89.9%（前年同期比 1.1ポイント増）で、女子

は 92.8%（前年同期比同）となっています。 

大卒の内定率は 2011 年の同時期には

77.4%まで落ち込んでおり、特に、女子につい

ては同時期 75.7%と、男子 78.9%に対してい

っそう厳しい状況でした。この数字から、その

後の女子の内定率の伸びが大きいことがうかが

えます。 

◆大卒の就職内定率が調査開始以降で最高に 
４月に入って、新入社員を迎えた職場も多いことでしょう。 

一方、売り手市場の中、なかなか新しい人材を採るのが難しいと

いう企業も多いのではないでしょうか。 

厚生労働省、文部科学省の共同調査によると、今春卒業（予定）

の大学生の就職内定率は、２月１日現在で 91.2%（前年同期比

0.6ポイント増）となり、比較可能な 2000年以降で最高を更

新したそうです。これは２月時点の数字ですので、最終的な内定

率はさらに高くなることが予想されます。学生に有利な売り手市

場が続いていることが読みとれる結果となっています。 

◆企業の採用活動も積極的に 
このように、大卒者の採用をはじめ、売り手市場の中、企業の人材確保はいっそう厳しさを増しそうです。 

そろそろ 2019年度の採用活動も本格的に始まっているところでしょう。最近は、学生も様々なルートから情報

を集め、自分に合うような企業をリサーチしています。「うちにはどうせ良い人は来ないだろうな……」などとは

思わずに、自社の「売り」を明確にアピールしつつ、今度の採用活動に取り組んでいきたいものです。 

◆人材確保のための導入企業の取

組み②－積極的に制度周知を行う 
制度を利用してもらうためには、

制度の存在が知られていることが不

可欠です。 

そのため、導入企業では退職時に

制度説明を行うとともに、リストに

登録するかどうかを確認しておき、

募集時にはリストに登録された退職

者から優先的に選考したり、退職者

に定期的に郵送で再就職を呼びかけ

たりしているところがあります。専

用サイトを設けているところもあり

ます。 

 

◆人材確保のための導入企業の

取組み③－再雇用時に細かなフ

ォローをする 
復帰に意欲的な退職者であって

も、ブランクに対する不安があっ

たり、事情の変更により在職時と

同じ働き方での復帰は難しいなど

の事情を抱えていたりすることか

ら、導入企業によっては研修期間

を設けたりしています。 

元従業員といえども、新規採用

者と同様に、雇入れ後の働き方に

関する希望や条件をヒアリングす

るなど、丁寧な対応を心がけまし

ょう。 

◆人材確保のための導入企業の

取組み①－退職理由を限定し過

ぎない 
2000 年代前半に導入が広がっ

た当時は、結婚や出産・育児が理

由の退職者を主なターゲットとし

ていました。 

しかし、近年は退職者を広く受

け入れるため、「介護」や「配偶者

の転勤」、「転職」、「留学」といっ

た理由での退職者も対象に含めた

り、理由を問わず対象に含めたり

するところが増えています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❷ 一人親方にも国家賠償法上の権利 
３月 14 日、建設資材の石綿を吸って肺がんにな

ったとして、首都圏の元建設労働者ら 354 人が国

と建材メーカー42社に計約120億円の損害賠償を

求めた訴訟の控訴審判決が東京高裁でありました。 

判決では、「一人親方」ら個人事業主への国の賠償

責任を新たに認定。170人に約 10億 6,000万円

の賠償を命じた一審・東京地裁判決を変更し、327

人に約 22億 8,000万円を支払うよう命じました。 

 

原告弁護団によると、一人親方を幅広く救済した

判決は初めてということです。一方で判決は、メー

カーの責任は一審判決と同様に否定しました。 

石綿「一人親方」を高裁でも救済 

➊ 一人親方をめぐる保護の流れ 
家政婦紹介所の紹介等により個人家庭に使用

されるために家事使用人として労働基準法およ

び労災保険法が適用されない者のうち、介護サ

ービスを供給する者（介護作業従事者）につい

ては、特別加入の制度が設けられていましたが、

このたび、家事使用人のうち家事、育児等の作

業に従事する者（家事支援従事者）についても、

介護作業従事者と同様、労働者に準じて労災保

険により保護するにふさわしい者であるとさ

れ、特別加入の対象になりました。 

働き方改革が叫ばれるなか、個人で働く一人

親方の保護は手厚くなる傾向にあります。 

 

❸ 労働安全衛生法は労働者以外も保護 
判決は、国は遅くとも 1975 年以降、事業者に労

働者らへの防じんマスク着用を義務づけたり、警告

を表示したりすべきだったと指摘し、規制しなかっ

たことを違法と結論づけました。その上で、一人親

方ら個人事業主をめぐる国の責任を検討し、「有害物

の規制や職場環境の保全などといった労働安全衛生

法の趣旨や目的は、労働者以外も保護するものだ」

と指摘。 

一人親方が建設現場で重要な地位を占めていたこ

とも踏まえ、国が規制しなかったことで利益が侵害

されたと判断しました。 

◆熱中症対策は春先から必要！ 
厚生労働省では、職場における熱中症予防対策の一層の推進を図るため、４月を準備期間、５～９月を実施期

間とする、「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」を実施しています。 

「今から熱中症対策？」と不思議に思う方もいるかもしれませんが、平成 29 年５月の全国における熱中症に

よる救急搬送人員数は 3,401人（厚生労働省「平成 29年の職場における熱中症による死傷災害の発生状況（速

報値）」）。実は熱中症対策は、春先のこの時期から早くも求められていることなのです。 

◆職場の熱中症予防対策 
熱中症は、正しい知識を身につけ、適切に対応する

ことで、未然に防ぐことが可能です。 

 

仕事中に適宜、日陰や涼しいところで休憩を取るこ

と、こまめに水分補給を行うこと、過度に暑さを我慢

しないようエアコンの設定温度に気を配ることなど、

十分に従業員に周知していきましょう。 

窓に貼ると室内に入る日射を減らし室温の上昇を

抑制できる、特殊なフィルムなども市販されていま

す。こうしたグッズも、適宜利用したいものです。 

◆オフィス作業でも要注意 
「熱中症」というと、屋外での作業が思い浮かび

ますが、オフィスでの作業に従事する人についても

対策が必要です。平成 29年の熱中症による救急搬

送者について、発生場所ごとの人員数を見ると、 

「道路工事現場、工場、作業所等」（223人、全体

の 6.6％）よりも、「住居」（983 年、全体の 23.9％）

のほうが多いのです（前掲資料）。 

特に近時は、節電意識の向上により、エアコンの

温度設定を高めに設定するオフィスが増えていま

す。室内における十分な熱中症対策が望まれます。 

取組みは“今から”！ 「職場の熱中症予防対策」 

 

❹ 画期的な判決 
この一人親方を救済した考え方は、これまでの判

決とは大きく異なります。これまでの判決では、一

人親方でも使用従属関係にあれば労働者として認め

られ、個別に救済されました。しかし、今回の判決

は「同法が有害物を規制するのは快適な職場環境の

実現が目的で、労働者以外も保護するものだ」と指

摘。労災保険に特別加入制度があることなどを考慮

して、一人親方にも国家賠償法上の権利があるとし

ました。 

労働者かどうかに関わらず救済の道が開かれるよ

うになった、画期的な判決といえます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 
 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

 

15 日 

○ 特別農業所得者の承認申請［税務署］ 

 

31 日 

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

○ ［公共職業安定所］ 

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］ 

 


